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により非課税とされる同条第５項」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ４ 中「第42条の２第１項」 の 次 に「又は第
３項」 を 加 え る 。
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別 表 第 五

二



十



八

の 表 の 備 考 ２ 中「第２条第12号の６の３」 を「第２条第12号の６」 に 改 め 、 同 表

の 備 考 ２ 中「第37条の10第３項第７号」 を「第37条の10第３項第８号」 に 改 め る 。

別 表 第 五

二



十



九

の 表 の 備 考 ２ 中「の令第61条第２項各号に掲げる区分に応じ当該各号に規定す

る発行済株式等の総数（当該事由が同項第３号」 を「に係る発行済株式等総数（当該事由が、令第61
条第２項第１号に掲げる事由である場合には同号に規定する被合併法人の同号に規定する発行済株式
等の総数をいい、同項第２号から第４号まで」 に 、「、同号に規定する払戻し等」 を「当該事由」 に 、「と
し、同項第４号」 を「をいい、同項第５号」 に 、「、同項第１号」 を「同項第１号」 に 、「とし、同項第
５号ロに掲げる場合に該当するときにおける同号に掲げる事由である場合には、」 を「をいい、同項第
６号に掲げる事由である場合には同号イ又はロに掲げる場合の区分に応じそれぞれ同号イに規定する
発行済株式等の総数又は」 に 、「とする」 を「をいう」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「、第２号又は第
６号」 を「から第３号まで又は第７号」 に 改 め 、「交付をした」 の 次 に「当該事由に係る」 を 、「分割承
継親法人」 の 次 に「、完全子法人」 を 加 え 、「の令第61条第２項第１号、第２号又は第５号に掲げる区
分に応じこれらの規定に規定する発行済株式等の総数」 を「に係る発行済株式等総数」 に 改 め 、 同 表

の 備 考 ２ 中「の令第61条第２項各号に掲げる区分に応じ当該各号に規定する発行済株式等の総数」

を「に係る発行済株式等総数」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「の令第61条第２項各号に掲げる区分に応
じ、当該各号に規定する発行済株式等の総数」 を「に係る発行済株式等総数」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２

第 九 十 四 条 の 二 第 一 項 第 七 号 イ 及 び 中 「 控 除 対 象 配 偶 者 の 」 を 「 源 泉 控 除 対 象 配 偶 者 の 」

に 、「 控 除 対 象 配 偶 者 が 」 を 「 源 泉 控 除 対 象 配 偶 者 が 」 に 改 め 、 同 号 ハ 中 「 控 除 対 象 配 偶 者 」 を 「 同 一

生 計 配 偶 者 」 に 改 め る 。

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中「の令第61条第２項各号に掲げる区分に応じ当該各号に規定する発
行済株式等の総数（当該事由が同項第３号」 を「に係る発行済株式等総数（当該事由が、令第61条第
２項第１号に掲げる事由である場合には同号に規定する被合併法人の同号に規定する発行済株式等の
総数をいい、同項第２号から第４号まで」 に 、「、同号に規定する払戻し等」 を「当該事由」 に 、「とし、
同項第４号」 を「をいい、同項第５号」 に 、「、同項第１号」 を「同項第１号」 に 、「とし、同項第５号
ロに掲げる場合に該当するときにおける同号に掲げる事由である場合には、」 を「をいい、同項第６号
に掲げる事由である場合には同号イ又はロに掲げる場合の区分に応じそれぞれ同号イに規定する発行
済株式等の総数又は」 に 、「とする」 を「をいう」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「、第２号又は第６号」

を「から第３号まで又は第７号」 に 改 め 、「分割型分割」 の 次 に 「、株式分配」 を 、「分割承継親法人」

の 次 に「、令第113条の２第１項に規定する完全子法人」 を 加 え 、「の令第61条第２項第１号、第２号
又は第５号に掲げる区分に応じこれらの規定に規定する発行済株式等の総数」 を「に係る発行済株式
等総数」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「の令第61条第２項各号に掲げる区分に応じ当該各号に規定す
る発行済株式等の総数」 を「に係る発行済株式等総数」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「発行済株式等」

を「分割型分割に係る株式」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第５号に」 を「第61条第２
項第６号に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第５号イ」 を「第61条第２項第６号イ」

に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第５号ロ」 を「第61条第２項第６号ロ」 に 改 め 、 同 表

の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第４号」 を「第61条第２
項第５号」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項
第３号」 を「第61条第２項第４号」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考

２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 令第61条第２項第３号に掲げる株式分配 当該株式分配に係る同号に規定する現物分配法
人の同号に規定する分配資本金額等を同号に規定する株式分配に係る株式の総数で除して計
算した金額

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第５号」 を「第61条第２項第６号」 に 改 め 、 同 表 の

備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第４号」 を「第61条第２項
第５号」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「第61条第２項第
３号」 を「第61条第２項第４号」 に 、「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２

と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 令第61条第２項第３号に掲げる株式分配 その交付を受けた者が当該株式分配の直前に有
していた当該株式分配に係る同号に規定する現物分配法人の株式の数又は出資の口数

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中「分割型分割」 の 次 に「、株式分配」 を 加 え る 。

第 九 十 八 条 の 見 出 し 中 「 届 出 書 」 を 「 届 出 」 に 改 め 、 同 条 第 一 項 中 「 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 該 当

す る 」 を 「 国 内 に お い て 新 た に 不 動 産 所 得 、 事 業 所 得 又 は 山 林 所 得 を 生 ず べ き 事 業 （ 以 下 こ の 条 に お

い て 「 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き 事 業 」 と い う 。 ） を 開 始 し 、 又 は そ の 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き 事 業 に 係 る 事

務 所 、 事 業 所 そ の 他 こ れ ら に 準 ず る も の （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 事 務 所 等 」 と い う 。 ） を 設 け 、 若 し く

は そ の 事 業 所 等 を 移 転 し 、 若 し く は 廃 止 し た 」 に 、「 当 該 各 号 に 掲 げ る 税 務 署 長 に 対 し 、 次 項 各 号 に 掲

げ る 事 項 を 記 載 し た 届 出 書 を 」 を 「 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 届 出 書 を 、 納 税 地 の 所 轄 税 務 署 長 （ 事

務 所 等 を 移 転 す る 場 合 で 、 そ の 移 転 前 の 事 務 所 等 の 所 在 地 と そ の 移 転 前 の 納 税 地 と が 同 一 で あ り 、 か

つ 、 そ の 移 転 後 の 事 務 所 等 の 所 在 地 と そ の 移 転 後 の 納 税 地 が 同 一 で あ る と き は 、 そ の 移 転 前 の 納 税 地

の 所 轄 税 務 署 長 ） に 」 に 改 め 、 同 項 各 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 そ の 届 出 書 を 提 出 す る 者 の 氏 名 、 住 所 （ 国 内 に 住 所 が な い 場 合 に は 、 居 所 ） 及 び 個 人 番 号 （ 個

人 番 号 を 有 し な い 者 に あ つ て は 、 氏 名 及 び 住 所 （ 国 内 に 住 所 が な い 場 合 に は 、 居 所 ） ） 並 び に 住 所

地 （ 国 内 に 住 所 が な い 場 合 に は 、 居 所 地 ） と 納 税 地 と が 異 な る 場 合 に は 、 そ の 納 税 地

二 国 内 に お い て 新 た に 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き 事 業 を 開 始 し 、 又 は そ の 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き 事 業

に 係 る 事 務 所 等 を 設 け 、 若 し く は そ の 事 務 所 等 を 移 転 し 、 若 し く は 廃 止 し た 旨 及 び そ の 開 始 し 、

又 は そ の 事 務 所 等 を 設 け 、 若 し く は そ の 事 務 所 等 を 移 転 し 、 若 し く は 廃 止 し た 年 月 日

三 国 内 に お い て 新 た に 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き 事 業 を 開 始 し た 場 合 に は そ の 事 業 所 得 等 を 生 ず べ き

事 業 の 概 要

四 そ の 事 務 所 等 の 所 在 地 （ 事 務 所 等 を 移 転 し た 場 合 に は 、 そ の 移 転 前 の 事 務 所 等 の 所 在 地 及 び そ

の 移 転 後 の 事 務 所 等 の 所 在 地 ）

五 そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項

第 九 十 八 条 第 二 項 を 削 る 。

第 九 十 九 条 中 「 ） を 設 け 、 又 は こ れ を 移 転 し 」 を 「 ） を 設 け 、 又 は こ れ を 移 転 し 、 」 に 改 め 、「 及 び そ

の 移 転 後 の 給 与 支 払 事 務 所 等 の 所 在 地 の 所 轄 税 務 署 長 」 を 削 り 、 同 条 第 二 号 中 「 移 転 し 」 を 「 移 転 し 、 」

に 改 め る 。
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